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宇治市国民保護計画　新旧対称表　

第１編　総論

第１章　目的、市の責務、計画の位置づけ、構成等 第１章　目的、市の責務、計画の位置づけ、構成等

３　市国民保護計画の見直し及びその手続き
⑵　市国民保護計画の見直し及び変更の手続き
　本計画の見直しに当たっては、計画作成時と同様、国民保護法第３９
条第３項の規定に基づき、市国民保護協議会に諮問の上、市民の意見を
聴取し、知事に協議して、同意を得た後、市議会に報告し、公表するも
のとする。

３　市国民保護計画の見直し及びその手続き
⑵　市国民保護計画の見直し及び変更の手続き
　本計画の見直しに当たっては、計画作成時と同様、国民保護法第３９
条第３項の規定に基づき、市国民保護協議会に諮問の上、市民の意見を
聴取し、知事に協議して、同意を得た後、市議会に報告し、公表するも
のとする。

第３章　関係機関の事務又は業務の大綱等 第３章　関係機関の事務又は業務の大綱等
【指定地方行政機関】 【指定地方行政機関】

大阪防衛施設局 近畿中部防衛局

【指定公共機関及び指定地方公共機関】 【指定公共機関及び指定地方公共機関】

放送事業者
　朝日放送㈱

放送事業者朝日
　朝日放送テレビ㈱
　朝日放送ラジオ㈱

運送業者
　[バス事業者]
　　京阪シティバス㈱
　　京阪宇治バス㈱
　　加悦フェローライン㈱
　　京都ヤサカ観光バス㈱
　　明星自動車㈱
　　国際自動車㈱（京都支店）

運送業者
　[バス事業者]
　　（削除）
　　京都京阪バス㈱
　　（削除）
　　ヤサカ観光バス㈱
　　（削除）
　　ケイエム観光バス㈱（京都支店）

　[鉄道事業者]
　　叡山鉄道㈱
　
　[トラック事業者]
　　（社）京都府トラック協会

　[鉄道事業者]
　　叡山電鉄㈱
　　WILLER TRAINS㈱
　[トラック事業者]
　（一社）京都府トラック協会

電気通信事業者
　西日本電信電話㈱（京都支店）

電気通信事業者
　西日本電信電話㈱（京都支店）
　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
　ＫＤＤＩ㈱
　ソフトバンク㈱
　㈱ＮＴＴドコモ

現行計画 修正案

第１編　総論
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

電気事業者
　関西電力㈱京都支店

一般送配電事業者
　関西電力送配電㈱（京都支社）

ガス事業者
　大阪瓦斯㈱（京滋導管部）
　（社）京都府エルピーガス協会

ガス事業者
　大阪ガスネットワーク㈱（京滋事業部）
　（一社）京都府ＬＰガス協会

日本郵政公社（京都中央郵便局） 郵政事業を営む者

病院その他医療機関等
（社）京都府医師会

病院その他医療機関等
　（一社）京都府医師会

河川管理施設及び道路の管理者
　（独）水資源機構（関西支社）

河川管理施設及び道路の管理者
　（独）水資源機構（関西支社・吉野川支社）
　阪神高速道路㈱

第４章　市の地理的・社会的特徴 第４章　市の地理的・社会的特徴

(4)人口
　丘陵地を境として西側地域に90％以上の人口が集中している。
市の人口密度は、１㎢当たり約2,800人と高密度である。市の人口に占め
る外国人の割合は、10万人当たり約1,600人で、府の約1,700人に近い数
値である。

(4)人口
　丘陵地を境として西側地域に90％以上の人口が集中している。
市の人口密度は、１㎢当たり約2,700人と高密度である。市の人口に占め
る外国人の割合は、10万人当たり約1,800人である。（府は約2,200人）

(8)その他
　本市の観光入込み客数は年間約400万人で、世界遺産である宇治上神社
や平等院をはじめ、黄檗山万福寺や三室戸寺などの社寺が存在するとと
もに、さくらまつり、県まつり、鵜飼、花火大会、宇治十帖スタンプラ
リーなどの多彩な催しが行われ、多くの人出がある。

(8)その他
　本市の観光入込み客数は年間約405万人で、世界遺産である宇治上神社
や平等院をはじめ、黄檗山万福寺や三室戸寺などの社寺が存在するとと
もに、さくらまつり、県まつり、鵜飼、花火大会、宇治十帖スタンプラ
リーなどの多彩な催しが行われ、多くの人出がある。

第２章　関係機関との連携体制の整備 第２章　関係機関との連携体制の整備
１　市の各部局における平素の業務 １　市の各部局における平素の業務

　武力攻撃事態等への効果的かつ迅速な対処ができるよう、国民保護協
議会、防災会議、京都南部都市広域行政圏推進協議会、府の広域振興局
ブロック毎の危機管理関係機関連絡会議など防災・危機管理等の既存の
連携体制も活用し、関係機関との連携の強化に努める。　また、本計画
と関係機関が作成する国民保護計画及び国民保護業務計画との整合性の
確保を図る。

　武力攻撃事態等への効果的かつ迅速な対処ができるよう、国民保護協
議会、防災会議、京都南部都市広域行政圏推進協議会、府の広域振興局
ブロック毎の危機管理関係機関連絡会議など防災・危機管理等の既存の
連携体制も活用し、関係機関との連携の強化に努める。　また、本計画
と関係機関が作成する国民保護計画及び国民保護業務計画との整合性の
確保を図る。

第２編　平素からの備えや予防 第２編　平素からの備えや予防
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

３　近隣市町との連携 ３　近隣市町との連携

　京都南部都市広域行政圏を構成する６市４町を中心とした近隣市町の
連絡先、担当部署等に関する最新の情報を常に把握するとともに、近隣
市町相互の国民保護計画の内容について協議する機会を設けることや、
防災に関し締結されている京都南部都市広域行政圏地域防災計画等につ
いて必要な見直しを行うこと等により、武力攻撃災害の防御、避難の実
施体制、物資及び資材の供給体制等における近隣市町相互間の連携を図
る。

　近隣する市町と連携するとともに、近隣市町相互の国民保護計画の内
容について協議する機会を設け、武力攻撃災害の防御、避難の実施体
制、物資及び資材の供給体制等における近隣市町相互間の連携を図る。

６　ボランティア団体等に対する支援 ６　ボランティア団体等に対する支援

⑵自主防災組織以外のボランティア団体等に対する支援。 ⑵自主防災組織以外のボランティア団体等に対する支援。

　防災のための連携体制を踏まえ、日本赤十字社、社会福祉協議会、そ
の他各種ボランティア関係団体等との連携を図り、武力攻撃事態等にお
いてボランティア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図
る。

　防災のための連携体制を踏まえ、日本赤十字社、社会福祉協議会、宇
治市災害ボランティアセンター、その他各種ボランティア関係団体等と
の連携を図り、武力攻撃事態等においてボランティア活動が円滑に行わ
れるよう、その活動環境の整備を図る。

第３章　情報の収集･伝達・提供等の体制整備 第３章　情報の収集･伝達・提供等の体制整備
３　警報の伝達に必要な準備 ３　警報の伝達に必要な準備

⑴　警報の伝達体制の整備 ⑴　警報の伝達体制の整備

　知事から警報の内容の通知があった場合の市民及び関係団体への伝達
方法等についてあらかじめ定めておくとともに、市民及び関係団体に伝
達方法(伝達先、手段、伝達順位)の理解が行き渡るよう事前に説明や周
知を図る。この場合において、民生・児童委員や社会福祉協議会、国際
親善協会、町内会長・自治会長等との協力体制を構築するなど、高齢
者、障害者、外国人等に対する伝達に配慮する。

　知事から警報の内容の通知があった場合の市民及び関係団体への伝達
方法等についてあらかじめ定めておくとともに、市民及び関係団体に伝
達方法(伝達先、手段、伝達順位)の理解が行き渡るよう事前に説明や周
知を図る。この場合において、民生・児童委員や社会福祉協議会、国際
交流協会、自主防災組織、町内会長・自治会長等との協力体制を構築す
るなど、高齢者、障害者、外国人等に対する伝達に配慮する。

⑵防災行政無線の整備
　武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等に必要となる同報
系その他の防災行政無線の整備を図る。この際、デジタル化の推進と通
信精度の向上に留意する。

⑵防災行政無線の整備
　武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等に必要となる同報
系その他の防災行政無線の整備を図る。この際、デジタル化の推進と通
信精度の向上に留意する。

⑶国が整備する全国瞬時警報システム（J－ALERT）との連携
　国は、対処に時間的余裕のない弾道ミサイル攻撃に係る警報や自然災
害における緊急地震速報、津波警報等を市民に瞬時かつ確実に伝達する
ため、国が衛星通信ネットワークを通じて直接市町村の同報系防災行政
無線を起動し、サイレン吹鳴等を行う全国瞬時警報システム（J－
ALERT）の開発・整備を検討しており、これとの連携を図る。

(3) 国が整備する緊急情報ネットワークシステム（Em－Net）、全国瞬時
警報システム（J－ALERT）との連携
 　国からの情報を迅速かつ確実に受信するため、緊急情報ネットワーク
システム（Eｍ－Net）、全国瞬時警報システム（J－ALERT）を有効に活
用する。
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

４　安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備
(1) 安否情報の内容及び収集・報告の様式
　避難住民及び武力攻撃災害により負傷し、又は死亡した住民の安否情
報（下記「収集・報告すべき情報」参照）に関して、武力攻撃事態等に
おける安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答の
手続その他の必要な事項を定める省令（平成１７年総務省令第４４号。
以下「安否情報省令」という。）第１条に規定する様式第１号及び様式
第２号の安否情報報告書の様式により、収集を行い、第２条に規定する
様式第３号の安否情報報告書の様式により、府に報告する。

４　安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備
(1) 安否情報の内容及び収集・報告の様式
　避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民の安否情報
（下記「収集・報告すべき情報」参照）に関して、原則として武力攻撃
事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及
び回答の手続その他の必要な事項を定める省令（以下「安否情報省令」
という。）第１条に規定する様式第１号及び第２号の安否情報収集様式
により収集し、安否情報システムを用いて府に報告する。

第４章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する体制の
整備

第４章　避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する体制の
整備

１　避難に関する基本的事項 １　避難に関する基本的事項

【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】
○　災害時要配慮者の避難支援プラン等

【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】
○　避難行動要支援者名簿

※【避難行動要支援者名簿について】
　武力攻撃やテロ発生時においても、避難誘導に当たっては自然災害時
と同様、高齢者、障害者等の避難行動要支援者への配慮が重要である
が、平素から、自然災害時における取組みとして行われる避難行動要支
援者名簿を活用することが重要である（「避難行動要支援者の避難行動
支援に関する取組指針」（平成25年８月）参照）。
　避難行動要支援者名簿は、災害対策基本法第49条の10において作成を
義務付けられており、避難行動要支援者の氏名や生年月日、住所、避難
支援等を必要とする事由等を記載又は記録するものとされている。

　また、災害発生時に避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難支援等の
実施に結びつくため、市は、避難行動要支援者の名簿情報について、地
域防災計画に定めるところにより、あらかじめ避難支援等の実施に携わ
る関係者（避難支援等関係者）に提供することが求められている。

５　避難施設の指定への協力 ５　避難施設の指定への協力

　府が行う避難施設の指定に際しては、施設の収容人数、構造、保有設
備等の必要な情報を府に提供するとともに府が指定した避難施設に関す
る情報を避難施設データベース等により、府と共有して市民に周知す
る。

　府が行う避難施設の指定に際しては、必要な情報を府に提供するとと
もに府が指定した避難施設に関する情報を避難施設データベース等によ
り、府と共有して市民に周知する。
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

６　生活関連等施設の把握等 ６　生活関連等施設の把握等

⑴　生活関連等施設の把握等 ⑴　生活関連等施設の把握等
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

第５章　物資及び資材の備蓄、整備 第５章　物資及び資材の備蓄、整備
１　市における備蓄 １市における備蓄

⑴防災のための備蓄の活用 ⑴防災のための備蓄の活用

　住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資材については、防災
のために備えた物資や資材と共通するものが多いことから、原則として
国民保護措置のための備蓄と防災のための備蓄とを相互に兼ねて整備す
る。
なお、国民保護措置に従事する職員の飲料水や食料などについても同様
とする。

　住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資材については、防災
のために備えた物資や資材と共通するものが多いことから、原則として
国民保護措置のための備蓄と防災のための備蓄とを相互に兼ねて整備す
る。特に地下に所在する避難施設などで、防災のための備蓄が整備され
ていない施設については、近隣の避難施設から必要な物資及び資材を輸
送し、活用を行うことを含め、調達体制を整備する。
　なお、国民保護措置に従事する職員の飲料水や食料などについても同
様とする。

第６章　国民保護に関する研修、訓練及び啓発 第６章　国民保護に関する研修、訓練及び啓発

２　訓練 ２　訓練

(1) 市における訓練の実施
　近隣市町、府、国等関係機関と共同するなどして、国民保護措置につ
いての訓練を実施し、武力攻撃事態等における対処能力の向上を図る。

⑴市における訓練の実施
　近隣市町、府、国等関係機関と共同するなどして、国民保護措置につ
いての訓練を実施し、武力攻撃事態等における対処能力の向上を図る。

　訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、防災訓練における
シナリオ作成等、既存のノウハウを活用するとともに、府警察、自衛隊
等との連携を図る。

　訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、防災訓練における
シナリオ作成等、既存のノウハウを活用するとともに、府警察、自衛隊
等との連携による、ＮＢＣ攻撃等により発生する武力攻撃災害への対応
訓練、広域にわたる避難訓練、地下への避難訓練等武力攻撃事態等に特
有な訓練等について、人口密集地を含む様々な場所や想定で行うととも
に、実際に資機材や様々な情報伝達手段を用いるなど実践的なものとす
るよう努める。

⑶訓練に当たっての留意事項 ⑶訓練に当たっての留意事項

②国民保護措置についての訓練の実施においては、住民の避難誘導や救
援等について、町内会・自治会の協力を求めるとともに、特に高齢者、
障害者その他特に配慮を要する者への的確な対応が図られるよう留意す
る。

②国民保護措置についての訓練の実施においては、住民の避難誘導や救
援等について、町内会・自治会、自主防災組織等の協力を求めるととも
に、特に高齢者、障害者その他特に配慮を要する者への的確な対応が図
られるよう留意する
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

第７章　要配慮者への支援体制の整備 第７章　要配慮者への支援体制の整備

２　外国人対策 ２　外国人対策

⑴外国人支援体制の整備 ⑴外国人支援体制の整備

　宇治市国際親善協会や市内関係団体との連携を強化し、武力攻撃事態
等をはじめ様々な緊急事態において、地域全体で外国人を支援できる体
制の整備に努める。

　宇治市国際交流協会や市内関係団体との連携を強化し、武力攻撃事態
等をはじめ様々な緊急事態において、地域全体で外国人を支援できる体
制の整備に努める。

第８章　観光旅行者等の保護 第８章　観光旅行者等の保護
　武力攻撃事態等においては、警報や避難の指示など多くの情報が、市
から町内会・自治会等を通じて市民に伝達されることとなるが、観光旅
行者等は、こうした伝達ルートから外れており、地理にも不案内であ
る。

　武力攻撃事態等においては、警報や避難の指示など多くの情報が、市
から町内会・自治会、自主防災組織等を通じて市民に伝達されることと
なるが、観光旅行者等は、こうした伝達ルートから外れており、地理に
も不案内である。

第１章　実施体制の確立 第１章　実施体制の確立
第１　事態認定前における初動体制 第１　事態認定前における初動体制

２　市緊急事態連絡室の設置 ２　市緊急事態連絡室の設置

第３編　武力攻撃事態等への対処 第３編　武力攻撃事態等への対処
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

３　市緊急事態連絡室の初動措置 ３　市緊急事態連絡室の初動措置

⑵関係機関との連携 ⑵関係機関との連携

 府、府警察、自衛隊等の関係機関を通じて当該事案に係る情報収集に努
め、府、消防本部、市教育委員会、町内会・自治会、指定公共機関、指
定地方公共機関等の関係機関に対し迅速に情報提供を行う。

 府、府警察、自衛隊等の関係機関を通じて当該事案に係る情報収集に努
め、府、消防本部、市教育委員会、町内会・自治会、自主防災組織、指
定公共機関、指定地方公共機関等の関係機関に対し迅速に情報提供を行
う。

第２　事態認定後の体制 第２　事態認定後の体制

3　市対策本部の組織 3　市対策本部の組織

⑴市対策本部長、副本部長、本部員 ⑴市対策本部長、副本部長、本部員

②市対策本部副本部長（以下「副本部長」という。）は、助役、収入
役、教育長、水道事業管理者をもって充て、本部長を助け、市対策本部
の事務を整理する。

②市対策本部副本部長（以下「副本部長」という。）は、副市長、教育
長をもって充て、本部長を助け、市対策本部の事務を整理する。

③市対策本部の本部員は、政策経営監、技監、市長公室長、各部長、理
事、消防長、消防署長、消防署長、局長、室長、所長及び参事をもって
充てる。

③市対策本部の本部員は、技監、理事、危機管理監、市長公室長、各部
長、議会事務局長、消防長をもって充てる。
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

9



宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

６　市対策本部の運営に係る留意事項 ６　市対策本部の運営に係る留意事項

⑵通信の確保 ⑵通信の確保

①情報通信手段の確保 ①情報通信手段の確保

　携帯電話、移動系市防災行政無線等の移動系通信回線若しくは、イン
ターネット、地域防災無線等の固定系通信回線の利用又は臨時回線の設
定等により、市対策本部と市現地対策本部、現地調整所、要避難地域、
避難先地域等との間で国民保護措置の実施に必要な情報通信手段を確保
する。

　衛星携帯電話、携帯電話、移動系市防災行政無線等の移動系通信回線
若しくは、インターネット、地域防災無線等の固定系通信回線の利用又
は臨時回線の設定等により、市対策本部と市現地対策本部、現地調整
所、要避難地域、避難先地域等との間で国民保護措置の実施に必要な情
報通信手段を確保する。

第２章　関係機関相互の連携 第２章　関係機関相互の連携
１　国・府の対策本部との連携 １　国・府の対策本部との連携

⑵国・府の現地対策本部との連携 ⑵国・府の現地対策本部との連携

　国・府の現地対策本部が設置された場合は、連絡員を派遣すること等
により、当該本部と緊密な連携を図る。また、運営が効率的であると判
断される場合には、必要に応じて、府・国と調整の上、共同で現地対策
本部を設置し、適宜情報交換等を行うとともに、共同で現地対策本部の
運用を行う。

　国・府の現地対策本部が設置された場合は、連絡員を派遣すること等
により、当該本部と緊密な連携を図る。また、運営が効率的であると判
断される場合には、必要に応じて、府・国と調整の上、共同で現地対策
本部を設置し、適宜情報交換等を行うとともに、共同で現地対策本部の
運用を行う。

　また、国の現地対策本部長が武力攻撃事態等合同対策協議会を開催す
る場合には、当該協議会へ参加し、国民保護措置に関する情報の交換や
相互協力に努める。
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

第３章　警報及び避難の指示等 第３章　警報及び避難の指示等
第１　警報の伝達等 第１　警報の伝達等

１　警報の内容の伝達等 １　警報の内容の伝達等

⑴警報の内容の伝達 ⑴警報の内容の伝達

　府から警報の内容の通知を受けた場合は、あらかじめ定められた伝達
方法（伝達先、手段、伝達順位）により、速やかに市民及び関係のある
国公私の団体（消防団、町内会・自治会、社会福祉協議会、商工会議
所、青年会議所、病院、学校、農業協同組合など）に警報の内容を伝達
する。

　府から警報の内容の通知を受けた場合は、あらかじめ定められた伝達
方法（伝達先、手段、伝達順位）により、速やかに市民及び関係のある
国公私の団体（消防団、町内会・自治会、自主防災組織、社会福祉協議
会、商工会議所、青年会議所、病院、学校、農業協同組合など）に警報
の内容を伝達する。

⑵警報の内容の通知 ⑵警報の内容の通知
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

２　警報の内容の伝達方法 ２　警報の内容の伝達方法

(1) 警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在市が保有する
伝達手段に基づき、原則として以下の要領により行う。

(1) 警報の内容は、緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－ｎｅｔ）、
全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）等を活用し、地方公共団体に
伝達され、その内容の伝達方法については、当面の間は、現在市が保有
する伝達手段に基づき、原則として以下の要領により行う。

②「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」
に市が含まれる場合
ア　この場合においては、原則として、サイレン音は使用せず、防災行
政無線やホームページへの掲載をはじめとする手段により、周知を図
る。

②「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」
に市が含まれる場合
ア　この場合においては、原則として、サイレン音は使用せず、防災行
政無線やホームページへの掲載、フェイスブックやライン等のSNSをはじ
めとする手段により、周知を図る。

※【全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を用いた場合の対応】
弾道ミサイル攻撃のように対処に時間的余裕がない事態については、全
国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）が整備され、瞬時に国から警報
の内容が送信されることとなった場合には、消防庁が定めた方法により
防災行政無線等を活用して迅速に市民へ警報を伝達することとする。

※ 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）によって情報が伝達されな
かった場合においては、緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－ｎｅ
ｔ）によって伝達された情報をホームページ等に掲載する等により、周
知を図る。

⑵　消防機関と連携し、あるいは自主防災組織等の自発的な協力を得る
ことなどにより、各世帯等に警報の内容を伝達することができるよう、
体制を整備する。

⑵　消防機関と連携し、あるいは自主防災組織等の自発的な協力を得る
ことなどにより、各世帯等に警報の内容を伝達することができるよう、
体制を整備する。

　この場合において、消防本部は保有する車両・装備を有効に活用し、
巡回等による伝達を行うとともに、消防団は、平素からの地域との密接
なつながりを活かし、自主防災組織、町内会・自治会や災害時要配慮者
等への個別の伝達を行うなど、それぞれの特性を活かした効率的な伝達
が行なわれるように配意する。
　また、警報の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、府警察と緊密な連
携を図る。

　この場合において、消防本部は保有する車両・装備を有効に活用し、
巡回等による伝達を行うとともに、消防団は、平素からの地域との密接
なつながりを活かし、自主防災組織、町内会・自治会や避難行動要支援
者への個別の伝達を行うなど、それぞれの特性を活かした効率的な伝達
が行なわれるように配意する。
　また、警報の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、府警察と緊密な連
携を図る。

⑶　警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等に
対する伝達に配慮する。この際、災害時要配慮者については、防災・福
祉部局が連携して迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備えられる
ような体制の整備に努める

⑶　警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等に
対する伝達に配慮するものとし、具体的には、避難行動要支援者につい
ては、防災・福祉部局が連携の下で、避難行動要支援者名簿を活用する
など、避難行動要支援者に迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備
えられるような体制の整備に努める。
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

第２　避難住民の誘導等 第２　避難住民の誘導等

３　避難実施要領の策定 ３　避難実施要領の策定

⑵　避難実施要領策定の際の留意事項
　①要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位
　・要避難地域等の住所の詳細な記載
　・地域の実情に応じた適切な避難の実施単位の記載（町内会・自治
会、事務所等）
　⑧要配慮者への対応
・高齢者、乳幼児、障害者等、自ら避難することが困難な者の優先的避
難方法の検討
【避難実施要領の策定における考慮事項】
⑥　要配慮者の避難方法の決定(避難支援プラン、災害時要配慮者支援組
織の設置）

⑵　避難実施要領策定の際の留意事項
　①要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位
　・要避難地域等の住所の詳細な記載
　・地域の実情に応じた適切な避難の実施単位の記載（町内会・自治
会、自主防災組織等、事務所等）
　⑧要配慮者への対応
　・高齢者、乳幼児、障害者等、自ら避難することが困難な者の避難行
動要支援者名簿の活用等による優先的避難方法の検討
【避難実施要領の策定における考慮事項】
　⑥要支援者の避難方法の決定(避難行動要支援者名簿、避難行動要支援
者等支援組織の設置)

４　避難住民の誘導 ４　避難住民の誘導

⑴市長による避難住民の誘導
　避難実施要領に基づき、当該市の職員並びに消防長及び消防団長を指
揮し、避難住民を誘導する。その際、避難実施要領の内容に沿って、町
内会・自治会、学校、事業所等を単位として誘導を行う。ただし、緊急
の場合には、この限りではない。

⑴市長による避難住民の誘導
　避難実施要領に基づき、当該市の職員並びに消防長及び消防団長を指
揮し、避難住民を誘導する。その際、避難実施要領の内容に沿って、自
主防災組織、町内会・自治会、学校、事業所等を単位として誘導を行
う。ただし、緊急の場合には、この限りではない。

(3) 消防機関の活動
　消防本部は、消火活動及び救助・救急活動の状況を勘案しつつ、市長
の定める避難実施要領に基づき、要所に消防車両等を配置し、車載の拡
声器を活用する等保有する装備を有効に活用して避難住民の誘導を行
う。

(3) 消防機関の活動
　消防本部は、消火活動及び救助・救急活動の状況を勘案しつつ、市長
の定める避難実施要領に基づき、要所に消防車両等を配置し、車載の拡
声器を活用する等効果的な誘導を実施するとともに避難行動要支援者の
人員輸送車両等による輸送を行う等保有する装備を有効活用した避難住
民の誘導を行う。

　消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防本部と連携し
つつ、自主防災組織、町内会・自治会等と連携した避難住民の誘導を行
うとともに、災害時要配慮者に関する情報の確認や要避難地域内残留者
の確認等を担当する等地域とのつながりを活かした活動を行う

　消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防本部と連携し
つつ、自主防災組織、町内会・自治会等と連携した避難住民の誘導を行
うとともに、避難行動要支援者に関する情報の確認や要避難地域内残留
者の確認等を担当する等地域とのつながりを活かした活動を行う。
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

(7)  高齢者、障害者、乳幼児等への配慮
高齢者、障害者、乳幼児等の避難を万全に行うため、災害時要配慮者支
援組織を設置し、社会福祉協議会、民生・児童委員、介護保険制度関係
者、障害者団体等と協力して、災害時要配慮者への連絡、輸送手段の確
保を的確に行うものとする。。
なお、ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際しては、被害が局地的、限定
的なものにとどまることも多いことから、時間的余裕がなく、移動によ
り攻撃に巻き込まれる可能性が高い場合は、屋内への避難を現実的な避
難方法として検討せざるを得ない場合もあり得ることを考慮する。

(7)  高齢者、障害者、乳幼児等への配慮
　高齢者、障害者、乳幼児等の避難を万全に行うため、避難行動要支援
者支援組織を設置し、社会福祉協議会、民生・児童委員、介護保険制度
関係者、障害者団体等と協力して、避難行動要支援者への連絡、輸送手
段の確保を的確に行うものとする。（「避難行動要支援者名簿」を活用
しながら対応を行う。その際、民生・児童委員と社会福祉協議会との十
分な協議の上、その役割を考える必要がある）。
　（ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際しては、被害が局地的、限定的
なものにとどまることも多いことから、時間的余裕がなく、移動により
攻撃に巻き込まれる可能性が高い場合は、屋内への避難を現実的な避難
方法として検討せざるを得ない場合もあり得る。）

⑼大規模集客施設等における避難
　大規模集客施設や旅客運送関連施設の施設管理者等と連携し、施設の
特性に応じ、当該施設等に滞在する者等についても、避難等の国民保護
措置が円滑に実施できるよう必要な対策をとる。

⑼残留者等への対応
⑽避難所等における安全確保等
⑾動物の保護等に関する配慮
⑿通行禁止措置の周知
⒀府に対する要請等
⒁避難住民の輸送の要請等
⒂避難住民を誘導する者による警告、指示等
⒃避難住民の誘導への協力
⒄避難住民の復帰のための措置

⑽残留者等への対応
⑾避難所等における安全確保等
⑿動物の保護等に関する配慮
⒀通行禁止措置の周知
⒁府に対する要請等
⒂避難住民の輸送の要請等
⒃避難住民を誘導する者による警告、指示等
⒄避難住民の誘導への協力
⒅避難住民の復帰のための措置
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

５　武力攻撃事態に応じた対応 ５　武力攻撃事態に応じた対応

(1)弾道ミサイル攻撃の場合 (1)弾道ミサイル攻撃の場合

 ②（略）
  イ　実際にミサイルが発射された時は、対策本部長がその都度警報を
発令
　※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前に察知した場合で
も、発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困難である。
このため、弾道ミサイルの主体（国又は国に準じる者）の意図等により
攻撃目標は変化するとともに、その保有する弾道ミサイルの精度によ
り、実際の着弾地点は変わってくる。このため、すべての市域に着弾の
可能性があり得るものとして、対応を考える必要がある。

②（略）
  イ　実際にミサイルが発射された時は、対策本部長がその都度警報を
発令
※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前に察知した場合で
も、発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困難であり、ま
た弾道ミサイルの主体（国又は国に準じる者）の意図等により攻撃目標
は変化するとともに、その保有する弾道ミサイルの精度により、実際の
着弾地点は変わってくる。
　このため、弾道ミサイル発射時に住民が適切な行動をとることができ
るよう、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情報伝達及び
弾道ミサイル落下時の行動について平素から周知に努めるとともに、弾
道ミサイルが発射された場合には、すべての市域に着弾の可能性があり
得るものとして、対応を考える必要がある。

第４章　救援 第４章　救援
３　救援の内容 ３　救援の内容

(1) 救援の基準等
事務の委任を受けた場合は、「武力攻撃事態等における国民の保護のた
めの措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準」（平成１６年
厚生労働省告示第３４３号。以下「救援の程度及び基準」という。）及
び府国民保護計画の内容に基づき救援の措置を行う。

(1) 救援の基準等
事務の委任を受けた場合は、「武力攻撃事態等における国民の保護のた
めの措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準」（平成２５年
内閣府告示第２２９号。以下「救援の程度及び基準」という。）及び府
国民保護計画の内容に基づき救援の措置を行う。

「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難であると判
断する場合には、知事に対し、厚生労働大臣に特別な基準の設定につい
ての意見を申し出るよう要請する。

「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難であると判
断する場合には、知事に対し、内閣総理大臣に特別な基準の設定につい
ての意見を申し出るよう要請する。

第５章　安否情報の収集・提供 第５章　安否情報の収集・提供
２　府に対する報告 ２　府に対する報告

　府への報告に当たっては、原則として、安否情報省令第２条に規定す
る様式第３号に必要事項を記載した書面（電磁的記録を含む。）を、電
子メールで府に送付する。ただし、事態が急迫してこれらの方法による
ことができない場合は、口頭や電話などでの報告を行う。

　府への報告に当たっては、原則として、安否情報システムを使用す
る。システムが使用できない場合は、安否情報省令第２条に規定する様
式第３号に必要事項を記載した書面（電磁的記録を含む。）を電子メー
ルで府に送付する。ただし、事態が急迫してこれらの方法によることが
できない場合は、口頭や電話などでの報告を行う。
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

３　安否情報の照会に対する回答 ３　安否情報の照会に対する回答

⑵安否情報の回答 ⑵安否情報の回答

②照会に係る者の同意があるとき又は公益上特に必要があると認めると
きは、照会をしようとする者が必要とする安否情報に応じ、必要と考え
られる安否情報項目を様式第５号により回答する。

②照会に係る者の同意があるとき又は公益上特に必要があると認めると
きは、照会をしようとする者が必要とする安否情報に応じ、必要と考え
られる安否情報項目を安否情報省令第４条に規定する様式第５号により
回答する。

５　安否情報伝達手段の活用 ５　安否情報伝達手段の活用

　「ＮＴＴ災害用伝言ダイヤル」、「ＮＨＫ安否放送」、「災害用ブ
ロードバンド伝言板（web１７１）」、「各種携帯電話の伝言ダイヤル」
及び「被災者情報登録検索システムＩＡＡ」など災害時の安否情報の伝
達システム等を市民に紹介し、その利用に資する。

　「ＮＴＴ災害用伝言ダイヤル」、「ＮＨＫ安否放送」、「災害用ブ
ロードバンド伝言板（web１７１）」、「各種携帯電話の伝言ダイヤル」
及び「被災者情報登録検索システムＩＡＡ」など災害時の安否情報の伝
達システム等を市民に紹介し、その利用に資する。

第６章　武力攻撃災害への対処 第６章　武力攻撃災害への対処
第４　ＮＢＣ攻撃による災害への対処等 第４　ＮＢＣ攻撃による災害への対処等

⑸汚染防止に係る市長の権限 ⑸汚染防止に係る市長の権限
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

第８章　保健衛生の確保その他の措置 第８章　保健衛生の確保その他の措置
２　廃棄物の処理 ２　廃棄物の処理

⑵廃棄物処理対策
　地域防災計画の定めに準じて、「震災廃棄物対策指針」（平成１０年
厚生省生活衛生局作成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備す
る。

　地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針」（平成３０年
３月環境省環境再生・資源循環局災害廃棄物対策室作成）等を参考とし
つつ、廃棄物処理体制を整備する。

ＮＴＴ災害用伝言ダイヤル ＮＴＴ災害用伝言ダイヤル

地震など大災害発生時は、安否確認、見舞、問合せなどの電話
が爆発的に増加し、電話がつながりにくい状況の緩和を図るため、
被災地内の電話番号をメールボックスとして、安否等の情報を音
声により伝達するボイスメール

災害用伝言ダイヤル（１７１）は、被災地の方などの電話番号及び携帯
電話等の番号をキーとし、安否等の情報を音声情報として蓄積し録音・
再生するボイスメールのこと

京都南部都市広域行政圏推進協議会 京都南部都市広域行政圏推進協議会

宇治市、城陽市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、久御山町、宇
治田原町、井手町、大山崎町における広域行政の推進を図るため、広域
行政計画の策定及び当該計画に係る事務業務の実施について連絡調整を
行うことを目的とする会をいう。

削除

緊急消防援助隊 緊急消防援助隊

　大規模災害発生時に、全国の消防機関から必要な消防隊員、救
助工作車などの消防車両及び資機材等を災害地に派遣し、災害に
対処することを目的に結成される部隊のこと。　(消防組織法第24条の4)

　大規模災害発生時に、全国の消防機関から必要な消防隊員、救
助工作車などの消防車両及び資機材等を災害地に派遣し、災害に
対処することを目的に結成される部隊のこと。(消防組織法第45条)

緊急情報ネットワークシステム（Em－Net）

行政専用回線である総合行政ネットワークを利用した国と地方公共団体
間で緊急情報を双方向通信するためのシステム

緊急対処事態 緊急対処事態
　武力攻撃の手段に準じる手段を用いて多数の人を殺傷する行為
が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫してい
ると認められるに至った事態で、国家として緊急に対処すること
が必要なものをいう。　　　　　　　　　　(事態対処法第25条）

武力攻撃の手段に準じる手段を用いて多数の人を殺傷する行為
が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫してい
ると認められるに至った事態で、国家として緊急に対処すること
が必要なものをいう。　　　　　　　　　　(事態対処法第22条）

市国民保護計画に係る用語集 市国民保護計画に係る用語集
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

緊急対処保護措置 緊急対処保護措置
　緊急対処事態対処方針が定められてから廃止されるまでの間
に、指定行政機関、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共
機関が、事態対処法第25条第３項第２号に掲げる措置、その他これ
らの者が当該措置に関し国民の保護のための措置に準じて法律の
規定に基づいて実施する措置をいう。　　(国民保護法第172条)

　緊急対処事態対処方針が定められてから廃止されるまでの間
に、指定行政機関、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共
機関が、事態対処法第22条第３項第２号に掲げる措置、その他これ
らの者が当該措置に関し国民の保護のための措置に準じて法律の
規定に基づいて実施する措置をいう。　　(国民保護法第172条)

指定行政機関 指定行政機関

　政令で指定された以下の国の機関のこと。
　内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、総務省、総務省、消防
庁、法務省、公安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科学省、ス
ポーツ庁、文化庁、厚生労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、経済産
業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、原子力安全・保安院、国土交通
省、国土地理院、気象庁、海上保安庁、環境省、防衛省、防衛施設庁
（事態対処法第２条第４号）

　政令で指定された以下の国の機関のこと。
　内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消防
庁、法務省、公安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科学省、ス
ポーツ庁、文化庁、厚生労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、経済産
業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、国土交通省、国土地理院、観光
庁、気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会、防衛省、防衛装
備庁　　　　　　（事態対処法第２条第５号）

指定公共機関 指定公共機関
　独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他
の公共的機関及び電気、ガス、運送、通信その他の公益的事業を
営む法人で政令及び内閣総理大臣公示で160法人が指定されてい
る。(平成18年11月22日現在)　　　　　(事態対処法第２条第６号）

　独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他
の公共的機関及び電気、ガス、運送、通信その他の公益的事業を
営む法人で政令及び内閣総理大臣公示で152法人が指定されてい
る。(平成30年４月１日現在)　　　　　 (事態対処法第２条第７号）

指定地方行政機関 指定地方行政機関

　政令で指定された以下の指定行政機関の地方支部局その他の国
の地方行政機関のこと。
　沖縄総合事務局、管区警察局、総合通信局、沖縄総合通信事務所、財
務局、税関、沖縄地区税関、地方厚生局、都道
府県労働局、地方農政局、北海道農政事務所、森林管理局、経済
産業局、産業保安監督部、那覇産業保安監督事務所、地方整備局、北海
道開発局、地方運輸局、地方航空局、航空交通管制部、管区
気象台、沖縄気象台、管区海上保安本部、地方環境事務所、防衛施設局
（事態対処法第２条第５号）

　政令で指定された以下の指定行政機関の地方支部局その他の国
の地方行政機関のこと。
　沖縄総合事務局、管区警察局、総合通信局、沖縄総合通信事務所、財
務局、税関、沖縄地区税関、地方厚生局、都道
府県労働局、地方農政局、北海道農政事務所、森林管理局、経済
産業局、産業保安監督部、那覇産業保安監督事務所、地方整備局、北海
道開発局、地方運輸局、地方航空局、航空交通管制部、管区
気象台、沖縄気象台、管区海上保安本部、地方環境事務所、地方防衛局
（事態対処法第２条第６号）
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宇治市国民保護計画　新旧対称表　
現行計画 修正案

全国瞬時警報システム
　津波警報、気象警報、武力攻撃の警報等の即時対応が必要な情報を、
市町村防災行政無線を用い、全住民に瞬時かつ一斉に伝達するシステ
ム。

対処基本方針

　武力攻撃に至ったときに、政府がその対処に関して定める基本的な方
針のことで、以下の事項が記載される。

　・武力攻撃事態であること又は武力攻撃予測事態であることの認定及
び当該認定の前提となった事実

　・武力攻撃事態への対処に関する全般的な方針

　・対処措置に関する重要事項（事態対処法第８条）

対処措置 対処措置

　処基本方針が定められてから廃止されるまでの間に指定行政
機関、地方公共団体又は指定公共機関が法律の規定に基づいて実
施する措置のことで、武力攻撃を排除するために自衛隊が実施す
る侵害排除活動及び国民保護措置など。　(事態対処法第２条第７号)

　対処基本方針が定められてから廃止されるまでの間に指定行政
機関、地方公共団体又は指定公共機関が法律の規定に基づいて実
施する措置のことで、武力攻撃を排除するために自衛隊が実施す
る侵害排除活動及び国民保護措置など。　(事態対処法第２条第８号)
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